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○中津川市環境保全条例施行規則 

平成14年６月28日規則第22号 

〔注〕平成31年２月から改正経過を注記した。 

改正 

平成17年８月１日規則第101号 

平成31年２月27日規則第１号 

中津川市環境保全条例施行規則 

中津川市環境保全条例施行規則（昭和49年中津川市規則第36号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、中津川市環境保全条例（昭和49年中津川市条例第46号。以下「条例」という。）

の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（有害物質） 

第２条 条例第２条第７号の有害物質は、法令に定めるものとする。 

（所有者等の同意） 

第３条 条例第６条第２項に規定する同意は、保護地区（保存樹）指定同意書（様式第１号）によ

ってしなければならない。 

（所有者等への通知） 

第４条 市長は、第６条の規定により保護地区又は保存樹を指定したときは、所有者等に対し保護

地区（保存樹）指定通知書（様式第２号）によって通知しなければならない。 

（指定の告示） 

第５条 条例第７条又は第10条第２項の規定による告示は、次の各号に掲げる区分に従い、当該各

号に定める事項を明示して行うものとする。 

(１) 保護地区 保護地区名称、所在地、面積、地区の態様、指定番号及び指定年月日 

(２) 保存樹 保存樹名称、所在地、本数又は面積、樹木又は樹林の態様、指定番号及び指定年

月日 

（標識の設置） 

第６条 条例第９条第１項の規定により、市長が設置する標識には、次の各号に掲げる区分に従い、

当該各号に定める事項を記載するものとする。 

(１) 保護地区 保護地区名称、所在地、面積、地区の態様、指定番号及び指定年月日 

(２) 保存樹 保存樹名称、所在地、本数又は面積、樹木又は樹林の態様、指定番号及び指定年
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月日 

（所有者等の変更届出） 

第７条 保護地区又は保存樹の所有者等の変更があったときは、新たな所有者等は市長に保護地区

（保存樹）所有者等の変更届出書（様式第３号）を提出しなければならない。 

（区域の変更等についての所有者等への通知） 

第８条 条例第10条第１項の規定による指定の解除をしたときは、所有者等に対し、保護地区（保

存樹）指定解除通知書（様式第４号）によって通知しなければならない。 

２ 指定区域の変更をしたときは、所有者等に対し、保護地区（保存樹）指定区域変更通知書（様

式第５号）によって通知しなければならない。 

（保護地区の行為の届出） 

第９条 条例第12条第１項の規定による届出は、保護地区内の行為の届出書（様式第６号）によっ

てしなければならない。 

（既着手行為の届出） 

第10条 条例第12条第２項及び第３項の規定による届出は、保護地区内の既着手行為の届出書（様

式第７号）及び保護地区内の応急措置行為の届出書（様式第８号）によってしなければならない。 

（保存樹の行為の届出） 

第11条 条例第13条第１項の規定による届出は、保存樹に関する行為の届出書（様式第９号）によ

ってしなければならない。 

２ 条例第13条第２項の規定による届出は、保存樹に関する応急措置行為の届出書（様式第10号）

によってしなければならない。 

（届出を要しない行為） 

第12条 次の各号に掲げる行為については、条例第12条第１項及び第２項の規定は、適用しない。 

(１) 自家用のために小規模に木竹を伐採すること。 

(２) 果樹その他農業用に栽培した木竹を伐採すること。 

(３) 山林の保育のために下刈りし、つる切りし、又は間伐すること。 

(４) 枯損した木竹又は危険な木竹を伐採すること。 

(５) 山林の保護管理又は野生鳥獣の保護増殖のための標識を掲出し、又は設置すること。 

(６) その他前各号に類する通常の管理行為又は軽易な行為をすること。 

２ 次の各号に掲げる行為については、条例第13条第１項の規定は適用しない。 

(１) 保存樹に指定された樹木、樹林の保育のために通常行われる行為をすること。 
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(２) 巣箱、給餌台、給水台を設置すること。 

(３) その他前２号に類する通常の管理行為又は軽易な行為をすること。 

（台帳の備付け） 

第13条 市長は、次の台帳を作成し、これを保管しなければならない。 

(１) 保護地区台帳（様式第11号） 

(２) 保存樹台帳（様式第12号） 

（開発行為の届出） 

第14条 条例第18条に規定する開発行為の届出は、都市計画法（昭和43年法律第100号）、岐阜県宅

地開発基準条例（昭和48年岐阜県条例第17号）、岐阜県土地開発事業の調整に関する規則（平成

12年岐阜県規則第44号）及び中津川市宅地造成事業に関する指導要綱（昭和47年８月１日決裁）

により行うものとする。 

（旅館等建築に係る用語の定義） 

第15条 条例第20条に規定する用語の定義は、次の各号に掲げるところによる。 

(１) モーテル類似営業 車を利用する者を前提として、主として異性を同伴する客の宿泊（休

憩を含む。）に利用させる営業施設をいう。 

(２) 住宅地 都市計画法（昭和43年法律第100号）第８条第１項第１号に規定する第１種住居専

用地域、第２種住居専用地域及び住居地域から300メートル以内の区域をいう。 

(３) 条例第20条第２号及び第３号（公園及び緑地を除く。）に掲げる施設又は道路の附近 当

該施設又は道路から300メートル以内の区域をいう。 

(４) 公園又は緑地の附近 国、県又は市が設置し、指定し、若しくは管理する公園又は緑地か

ら300メートル以内の区域をいう。 

（同意の申請等） 

第16条 条例第19条の規定による旅館等を建築しようとするもの（以下「申請者」という。）が市

長の同意を求めようとするときは、旅館等建築同意申請書（様式第13号）を市長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 市長は、前項の同意をする場合は、旅館等建築同意通知書（様式第14号）を交付する。ただし

同意しない場合は、その旨を旅館等の建築に関する不同意通知書（様式第15号）により申請者に

通知するものとする。 

３ 市長は、同意する場合において必要な条件を附することができる。 

（地下浸透防止物質） 
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第17条 条例第22条の規則で定める物質は、水質汚濁防止法施行令（昭和46年政令第188号）第２条

に定めるものとする。 

（測定記録の報告） 

第18条 条例第23条に規定する測定記録の報告は、ばい煙測定結果報告書（様式第16号）水質測定

結果報告書（様式第17号）、騒音測定結果報告書（様式第18号）、振動測定結果報告書（様式第

19号）によってしなければならない。 

２ 測定記録の項目は、別表第１に掲げるもののうち、市長が必要と認める物質又は項目とする。 

３ 測定記録の報告は、年１回以上とし、市長が必要と認めたときとする。 

（表示板の掲出） 

第19条 条例第24条の規定による表示板の掲出は、規制物質又は項目の概要（様式第20号）によっ

てしなければならない。 

（事故時の届出） 

第20条 条例第25条の規定による届出は、事故の状況届出書（様式第21号）によってしなければな

らない。 

（地下水採取の届出） 

第21条 条例第26条の規則で定める量は、揚水日量100立方メートル以上の量とする。 

２ 条例第26条の規定による届出は、採取しようとする日の30日前までに地下水採取届出書（様式

第22号）によってしなければならない。 

（駐車場の設置基準） 

第22条 条例第28条第１項の規則で定める事項は、別表第２のとおりとする。 

（騒音の規制基準） 

第23条 条例第29条の規則で定める騒音の規制基準は、別表第３のとおりとする。 

（拡声機の使用制限） 

第24条 条例第32条第１項の規則で定める規制基準は、別表第４のとおりとする。 

（拡声機使用制限の適用除外） 

第25条 条例第32条第２項の規則で定める事項は、次のとおりとする。 

(１) 自動車による等移動して拡声機を使用する場合（ただし、岐阜県公害防止条例（昭和43年

岐阜県条例第35号）第59条の範囲内） 

(２) 法令に特別の定めがある場合 

(３) 祭礼、盆踊りその他地域の風俗慣習に基づく一時的な行事のために使用する場合 
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(４) 集団の整理誘導等のために使用する場合 

（指定廃棄物） 

第26条 条例第35条第１項の規則で定める指定廃棄物は、車両類、プロパンボンベ等の圧力容器及

び石油類等の容器とする。 

（再生資源回収業者） 

第27条 条例第37条第１項の規則で定める業者は、自動車解体業及びその他の回収業（紙、鉄、ク

ズ繊維、空ビン、空カン、非鉄金属などの再生回収業）とする。 

２ 条例第37条第２項の規定による届出は、再生資源回収業営業届出書（様式第23号）によってし

なければならない。 

（日照障害防止義務） 

第28条 条例第38条の規則で定める事項は、建築基準法（昭和25年法律第201号）第54条、第55条及

び第56条に掲げる建築物以上のものとする。 

（調査の請求） 

第29条 条例第47条の調査の請求は、公害調査の請求書（様式第24号）によってしなければならな

い。 

（立入検査の身分証明書） 

第30条 条例第50条第２項に規定する証明書は、身分証明書（様式第25号）とする。 

（委任） 

第31条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成17年８月１日規則第101号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成31年２月27日規則第１号） 

この規則は、不正競争防止法等の一部を改正する法律（平成30年法律第33号）の施行の日から施

行する。 

別表第１（第18条関係） 

１ 水質にかかる測定物質又は項目 

カドミウム及びその化合物 シアン化合物 有機燐化合物（パラチオン、メチルパラチオン、

メチルジメトン及びＥＰＮに限る。） 鉛及びその化合物 六価クロム化合物 砒素及びその
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化合物 水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 アルキル水銀化合物 ポリ塩化ビフエニ

ル トリクロロエチレン テトラクロロエチレン ジクロロメタン四塩化炭素 １・２―ジク

ロロエタン １・１―ジクロロエチレン シス―１・２―ジクロロエチレン １・１・１―ト

リクロロエタン １・１・２―トリクロロエタン １・３―ジクロロプロペン チウラム シ

マジン チオベンカルブ ベンゼン セレン及びその化合物 ほう素及びその化合物 ふつ素

及びその化合物 アンモニア、アンモニウム化合物、亜硝酸化合物及び硝酸化合物 水素イオ

ン濃度 生物化学的酸素要求量 化学的酸素要求量 浮遊物質量 ノルマルヘキサン抽出物質

含有量（鉱油類含有量） ノルマルヘキサン抽出物質含有量（動植物油脂類含有量） フエノ

ール類含有量 銅含有量 亜鉛含有量 溶解性鉄含有量 溶解性マンガン含有量 クロム含有

量 大腸菌群数窒素含有量 燐含有量 濁度 

２ 水質に係る測定方法 

排水基準を定める省令第２条の規定に基づく環境大臣が定める方法（昭和49年環境庁告示第

64号）による。 

３ 大気に係る測定物質 

ばいじん カドミウム及びその化合物 塩素及び塩化水素 弗素 弗化水素及び弗化珪素 

鉛及びその化合物 窒素酸化物 硫黄酸化物 

４ 大気に係る測定方法 

大気汚染防止法施行規則（昭和46年厚生省・通商産業省令第１号）第15条第１号、第３号、

第４号及び第５号に規定する方法による。 

別表第２（第22条関係） 

駐車場設置に係る基準 

用途区域 施設基準 駐車場基準面積 

商業地区又は近隣商

業地区 

劇場、映画館、演芸場、観覧場、放送用スタジオ、

公会堂、集会場、展示場、結婚式場、斎場、旅館、

ホテル、料理店、食堂(レストラン)、舞踊場、遊

技場、ボーリング場、体育館、百貨店その他の店

舗、事務所、病院、卸売市場、倉庫、工場に類す

るもので建築延面積1,000平方メートル以上の建

築物 

建築延面積の５パーセ

ント以上 
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備考 

当該建物の敷地から300メートル以内に駐車施設を設置した場合は、駐車場とみなす。 

別表第３（第23条関係） 

騒音に係る規制基準 

時間の区分 昼間（午前８時から午後７

時まで） 

朝夕（午前６時から午前８

時まで）（午後７時から午

後11時まで） 

夜間（午後11時から翌日の

午前６時まで） 

区域の区分 （単位 デシベル） （単位 デシベル） （単位 デシベル） 

第１種区域 50 45 40 

第２種区域 60 50 45 

第３種区域 65 60 50 

第４種区域 70 65 60 

備考 

１ 「デシベル」とは、計量法（平成４年法律第51号）別表第２に定める音圧レベルの計量単

位をいう。 

２ 騒音の測定は、計量法第71条の条件に合格した騒音計を用いて行うものとする。この場合

において、周波数補正回路はＡ特性を、動特性は速い動特性（ＦＡＳＴ）を用いることとす

る。 

３ 測定点は、工場、事業場等の敷地の境界線とする。 

４ 測定方法は、当分の間、日本産業規格Ｚ8731に定める騒音レベル測定方法によるものとし、

騒音の大きさの決定は次のとおりとする。 

(１) 騒音計の指示値が変動せず、又は変動が少ない場合は、その指示値とする。 

(２) 騒音計の指示値が周期的又は間欠的に変動し、その指示値の最大値がおおむね一定の

場合は、その変動ごとの指示値の最大値の平均値とする。 

(３) 騒音計の指示値が不規則かつ大幅に変動する場合は、測定値の90パーセントレンジの

上端の数値とする。 

(４) 騒音計の指示値が周期的又は間欠的に変動し、その指示値の最大値が一定でない場合

は、その変動ごとの指示値の最大値の90パーセントレンジの上端の数値とする。 

５ 第１種区域、第２種区域、第３種区域及び第４種区域は、次に掲げる区域として岐阜県知
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事が指定する区域とする。 

(１) 第１種区域 良好な住居の環境を保全するため、特に静穏の保持を必要とする区域 

(２) 第２種区域 住居の用に供されているため、静穏の保持を必要とする区域 

(３) 第３種区域 住居の用にあわせて商業、工業等の用に供されている区域であって、そ

の区域内の住居の生活環境を保全するため、騒音の発生を防止する必要がある区域 

(４) 第４種区域 主として工業等の用に供されている区域であって、その区域内の住民の

生活環境を悪化させないため、著しい騒音の発生を防止する必要がある区域 

一部改正〔平成31年規則１号〕 

別表第４（第24条関係） 

拡声機の使用制限基準 

   

区分 内容 時間 

時間の禁止 拡声機の使用の禁止 午後８時から 

翌日午前７時まで 

使用の制限 拡声機の使用の制限 午前７時から 

午後８時まで 

備考 使用の制限 

(１) 方法 固定の場所で拡声機を使用するときは、１回10分以内と

し、10分を超える休止時間をおくこと。 

(２) 音量基準 拡声機から発生する音量が、音源から30メートルの

距離において最大値65デシベルを超えてはならない。 
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様式第１号（第３条関係） 
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様式第２号（第４条関係） 

 



11/36 

様式第３号（第７条関係） 
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様式第４号（第８条関係） 
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様式第５号（第８条関係） 
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様式第６号（第９条関係） 
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様式第７号（第10条関係） 
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様式第８号（第10条関係） 
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様式第９号（第11条関係） 
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様式第10号（第11条関係） 
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様式第11号（第13条関係） 
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様式第12号（第13条関係） 
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様式第13号（第16条関係） 
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様式第14号（第16条関係） 
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様式第15号（第16条関係） 
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様式第16号（第18条関係） 
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様式第17号（第18条関係） 

 



28/36 

様式第18号（第18条関係） 
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様式第19号（第18条関係） 
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様式第20号（第19条関係） 
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様式第21号（第20条関係） 
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様式第22号（第21条関係） 
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様式第23号（第27条関係） 
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様式第24号（第29条関係） 
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様式第25号（第30条関係） 

 


